
ＧＸ実現に向けた専門家ワーキンググループの開催について 

 

 

令 和 ５ 年 ９ 月 ２ ８ 日 

内閣官房ＧＸ実行推進室総括室長決裁 

 

１．成長志向型カーボンプライシング構想等によりＧＸを実現していくため、

分野別投資戦略等の具体化に向け、技術開発動向を踏まえた排出削減効果

や、市場動向を踏まえた経済効果等に照らした検討を進めるため、ＧＸ実現

に向けた専門家ワーキンググループ（以下「専門家ＷＧ」という。）を開催

する。 

 

２．専門家ＷＧの構成は、別紙のとおりとし、構成員の互選により座長を定める。

ただし、座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めることが

できる。 

 

３．専門家ＷＧの議事要旨・配布資料は原則公開する。ただし、座長が特に必要

と認めるときは、配布資料及び議事要旨の全部又は一部を非公開とするこ

とができる。また、構成員は専門家ＷＧで知り得た非公開情報は、専門家Ｗ

Ｇ以外で利用してはならない。 

 

４．専門家ＷＧの議論の内容には、個社情報等の非公開情報が含まれる可能性

があり、参加者の自由な議論を担保する観点から、一般からの会議の傍聴は

行わない。 

 

５．専門家ＷＧの庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房ＧＸ実行推進室が

処理する。 

 

６．前各項に定めるもののほか、専門家ＷＧの運営に関する事項その他必要な事

項は、座長が定める。 
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（別紙） 

 

ＧＸ実現に向けた専門家ワーキンググループ 構成員 

 

（五十音順） 

 

秋元 圭吾 （公財）地球環境産業技術研究機構 システム研究グループリ

ーダー・主席研究員 

 

大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科 教授 

 

 

関根 泰 早稲田大学理工学術院 教授 

 

 

土谷 大 マッキンゼー・アンド・カンパニー アソシエート・パートナ

ー 

 

沼田 朋子 ＪＡＦＣＯグループ株式会社 チーフキャピタリスト 

 

 

林 礼子 ＢｏｆＡ証券株式会社 取締役副社長 

 

 

望月 愛子 株式会社経営共創基盤（ＩＧＰＩ）共同経営者 マネージング 

ディレクター 

 

 

 



分野別投資戦略について①
（鉄鋼、化学）

令和５年10月5日
内閣官房GX実行推進室
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１．前回までのGX実行会議での議論

２．本WGにおける議論の視座

３．分野別投資戦略の考え方
（鉄鋼・化学）
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１．前回までのGX実行会議での議論
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「投資促進策」の基本原則

※資源循環や、内需のみの市場など、国内経済での価値の循環を促す投資も含む

【基本条件】
Ⅰ. 資金調達手法を含め、企業が経営革新にコミットすることを大前提として、技術の革新性や事業の性質等により、
民間企業のみでは投資判断が真に困難な事業を対象とすること

Ⅱ. 産業競争力強化・経済成長及び排出削減のいずれの実現にも貢献するものであり、その市場規模・削減規模の
大きさや、GX達成に不可欠な国内供給の必要性等を総合的に勘案して優先順位を付け、当該優先順位の高いもの
から支援すること

Ⅲ. 企業投資・需要側の行動を変えていく仕組みにつながる規制・制度面の措置と一体的に講ずること
Ⅳ. 国内の人的・物的投資拡大につながるもの※を対象とし、海外に閉じる設備投資など国内排出削減に効かない

事業や、クレジットなど目標達成にしか効果が無い事業は、支援対象外とすること
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◼ GX経済移行債による「投資促進策」については、「GX推進戦略」において、以下の要件が定められており、これを踏
まえて、施策を実行していく。

◼ 加えて、「投資促進策」の内容は、GX経済移行債のフレームワークに基づく国際認証・レポーティングが必要になるこ
とや、分野・財ごとの分析に基づく勝ち筋も踏まえて、検討していくことが重要。

【類型】
産業競争力強化・経済成長 排出削減

×

技術革新を通じて、将来の国内の削減に貢献する研究開発

投資

or

技術的に削減効果が高く、直接的に国内の排出削減に資する

設備投資等

or

全国規模で需要があり、高い削減効果が長期に及ぶ主要物

品の導入初期の国内需要対策

技術革新性または事業革新性があり、外需獲得や内需拡大を見

据えた成長投資

or

高度な技術で、化石原燃料・エネルギーの削減と収益性向上

（統合・再編やマークアップ等）の 双方に資する成長投資

or

全国規模の市場が想定される主要物品の導入初期の国内需要

対策（供給側の投資も伴うもの）

A

B

C

①

②

③
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産業のGX実現に向けた「分野別投資戦略」の狙い

◼ 今後も日本経済の成長を支える上で、ものづくり産業は不可欠な存在。世界でＧＸが進む上では、成長するGX市場に対応でき
るGXサプライチェーンを早急に立ち上げるとともに、新たなGX分野での市場創造を行う必要がある。

◼ その際、特にCO2排出削減でも大きなカギを握る鉄や化学等の素材分野においては、

・GX製品（グリーンスチール／ケミカル等）を生み出す新たなサプライチェーンには、製造プロセスの革新が必要。それには大規
模な研究開発・設備投資が必要で、製品のコストアップにつながる

・コストアップするGX製品でも素材の性能は変わらないため、評価する市場がないと、販売見通しが立たず投資に踏み切れない

→ 『ニワトリとタマゴ』の関係 （供給がないと、需要は生まれないが、需要が見えないと、供給はされない）

◼ また、使用段階の排出削減に寄与する産業においても、世界市場獲得と排出削減の両立に向け、投資を進めていくことが必要。

◼ そのため、先行投資の支援策と、市場を作るための「規制/制度」とを一体的に講じ、需要と供給の好循環を生み出す。

➡ 分野別の投資戦略の狙い

◼ 当該戦略分野の内、排出削減と産業競争力強化双方に大胆な投資計画を迅速に展開する先行企業群に対し、投資促進策を
重点化し、日本全体のGXを牽引。

✓ 排出削減を評価する（グリーン
プレミアムを支払う）市場が不
透明（＝需要みえず）だと、
投資に踏み切れない（＝供給
されず）

✓ 投資がされない（＝供給され
ず）と、当然、市場は創造されな
い（需要生まれず）

✓ R&D支援

✓ 実装支援（設備投資）

✓ 初期需要創出（公共調達、購入支援）

✓ 規制（GX製品調達への誘因付け）

GX先行投資支援 政策誘導によるGX市場創造

？

？

分野別投資戦略

技術 市場

第7回GX実行会議
資料１（赤枠付記）



産業のGX実現に向けた「分野別投資戦略」に基づく投資促進策の検討
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◼ 【①】主要国との政策競争の状況（技術の成熟度）、【②】産業ごとの排出の特徴を踏まえ、効果の高い政策を選択。その際、
【③】GX市場創造の観点から、他の政策（規制・制度）とも組み合わせる。

◼ 例えば、製造段階で排出され使用段階で排出されない産業（鉄鋼等の多排出産業）は、【①】製造段階での排出を抑えるため
の代替手段の確立・実装に向けた官民挙げた競争が進む中、【②】製造段階の排出削減に向けたR&D、実装支援を重点化。加
えて、【③】グリーン素材調達に向けた誘因付けなど、市場創造に向けた取組が重要。

◼ 製造段階での排出は少ないが、使用段階の排出削減に貢献する産業（削減貢献産業）は、【①】主要国により国・地域内サプ
ライチェーンの構築が進む状況（経済安全保障）等も踏まえ、大規模な投資支援を実施。 【②】国内だけでなく世界のGXに貢
献する観点からも、投資への支援を重点化。加えて、【③】市場創造・拡大に向けた需要喚起策も組み合わせる。

◼ その際、政策による我が国の排出削減、産業競争力強化のインパクトや、企業の投資コミットメントが大前提。

多排出産業
（Hard to Abate）

削減貢献産業
（Enabling）

【①】主要国との
政策競争の状況

投資促進策

R&D

実装 製造段階

使用段階
（製品を使用する段階で、
電力等のエネルギー消費

が発生）

【②】排出源
（CPが直接効く）

【③】GX市場創造
の観点

製造段階の排出削
減に向けた、R&D、
実装支援
※ CP導入による効果が

十分に発揮されるまで

GX価値の見える化、
調達インセンティブ
設計、規制

国際的な投資競争
の中、世界へ削減貢
献（Avoided 
Emissions）を実
現するための、実装、
R&D支援

需要喚起（購入補助）
※特にCP導入による効果が十

分に発揮されるまで市場拡大に向
けた、設備投
資・立地競争

市場
拡大

R&D

実装

市場
拡大

いち早い代替
手段の確立に
向けたR&D、
実装競争

我が国への【排出削減】と【GX時代を見据えた競争力強化】
へのインパクト ＋ 企業の投資へのコミットメント

大前提

＜検討の視座の例＞

※ 自然体では、最終需要家
は、調達製品の製造工程の
排出削減を評価せず

第7回GX実行会議
資料１（赤枠付記）
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【鉄】

【化学】

割合
・内需④
・輸出③
・間接
輸出③

人口減少、現地生産進展 等

GX投資
・電炉転換、還元鉄活用等（~2030頃）
・水素還元（~2050）

粗鋼生産量
約0.9億トン

GX素材を使った最終製品の
国際競争力向上

割合
・内需⑧
・輸出②

GX投資
・ケミリサ・バイオ・CCU
・原燃料転換（アンモニア等）

エチレン生産量約600万トン

グリーンスチール

グリーンケミカル

投資規模：３兆円～

投資規模：３兆円～

構造改革
財務基盤を筋肉質にし、GX
投資の原資を捻出

GX価値の見える化
・カーボンフットプリント・マスバランス方式の活用推進、
ﾘｻｲｸﾙ比率の開示

インセンティブ設計
・公共調達、GX価値に応じた購入支援

規制等の導入
・大口需要先でのGX価値評価 等

②GX市場創造

①先行GX投資支援

GX市場の拡大

※

※

GX素材の世界シェア獲得

＜先行企業の投資計画＞

※当面はマスバランス方式で評価（国際ルールメイクも実施）

産業のGX実現に向けた「分野別投資戦略」のイメージ（例１：グローバル素材産業）

（現在） （今後10年程度） （2050年）

H2

NH3

◼ 鉄鋼・化学等の素材産業は、国際貿易財であり、我が国が産業競争力を有する分野。製造プロセスを革新し排出を抑えつつ、
グリーンかつ高付加価値な製品群を生み出せるかの国際競争に。

◼ 生産体制の見直し等の構造改革と併せた、電炉によるｸﾞﾘｰﾝｽﾁｰﾙや、ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ・燃料転換によるｸﾞﾘｰﾝｹﾐｶﾙなど、GX投資に果
敢に取り組む事業者を対象に、先行投資支援を実行。何より、成り行きでは素材製造工程での排出削減は市場評価されないた
め、削減効果等のGX価値の見える化・インセンティブ設計等、市場創造も推進。➡今後10年間で6兆円を超える投資を見込む。

人口減少、諸外国における供給拡大等

※図は国内生産量のイメージ

出所:各社公表資料を基に作成

＜国による投資促進策＞

第7回GX実行
会議 資料１



産業のGX実現に向けた「分野別投資戦略」のイメージ（例２：内需型素材産業）

8

GX投資
・黒液ボイラーの高効率化、利用拡大

GX投資
・木質バイオエタノール生産拡大（国産
SAFの供給）
・セルロースナノファイバー生産拡大 等

成長分野への投資

・系統電力への切り替え

（現在） （今後10年程度） （2050年）

①先行GX投資支援

＜先行企業の投資計画＞ ＜国による投資促進策＞

GX価値の見える化
・カーボンフットプリント、マスバランス方式の活用推進

インセンティブ設計
・公共調達

規制等の導入
・国による、SAF導入に向けた基本方針の策定、
国際民間航空機関における排出削減義務の達成
に向けたSAFの利用

②GX市場創造

石炭ボイラー約30箇所

開発段階 製造設備導入

（例）CNFの市場規模
2兆円→6兆円（2050年）

GX市場の拡大

構造改革
製紙会社から「バイオマス産業」に事
業拡大

◼ 洋紙・板紙は、地産地消の内需型産業。紙を製造するための乾燥工程で、高温の蒸気・電力が必要であり、全国の製紙工場に
石炭ボイラーが約30箇所存在（所内電力を供給するための発電設備を併設しているケースも多い）。

◼ 製造工程で生じる黒液（バイオマス燃料）の最大限活用と、可能な系統電力への切り替え等を通じ、排出削減も進めるとともに、
バイオマス素材であるパルプから、セルロースナノファイバー（CNF）やバイオエタノール・SAF等の成長分野への先行投資を実施。

➡今後10年間で１兆円を超える投資を見込む。

【紙】

等

熱源転換

第7回GX実行
会議 資料１



【参考】 マスバランス方式について

◼ マスバランス方式とは、製造時の原材料やエネルギー等の「入力」と製品としての「出力」の間における、環境価値な
どの特性をバランスさせる考え方。

◼ 例えば、化学産業では、バイオマスの代表的な認証として、「ISCC（International Sustainability and 
Carbon Certification：国際持続可能性カーボン認証）」などがあり、また、鉄鋼産業では、日本鉄鋼連盟が
示すマスバランス法に関するガイドラインを踏まえ、各メーカーがグリーンスチールの販売を開始するなど、グローバルな
市場におけるGX価値の見える化に寄与。
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マスバランス

混
合
し
て
製
造

75t

化石原料

25t

バイオマス
原料

実際

100t

100%
化石原料由来
75t

100%
バイオマス
原料由来
25t

入力
(Input)

出力
(Output)

マスバランス方式の利用方法の例

第7回GX実行
会議 資料１



◼ 「投資促進策」の具体化に際しては、限界削減費用分析・投資収益分析等に基づく客観的な指標と専門家の知見を活用して対

象プロジェクトの選定・投資促進ツールの使い分けを検討していく。

◼ 例えば、排出削減技術の導入を判断する際の基準は、その導入による「追加的費用」と「排出削減効果（削減ポテンシャル）」。

そこで、各技術の限界削減費用（導入による「追加的費用」を「排出削減効果」で除したもの）や投資リスク等に応じて投資先と

投資促進ツールを使い分けることで、市場原理を活用した効果的・効率的なGXの実現が可能となる。

◼ 限界削減費用マイナスの技術（下図左端）には、既に経済合理性が確保されているため、規制・制度の活用や、資金調達にお

けるリスクに対応する金融支援等が有効となる可能性。他方、限界削減費用プラスの技術（下図中央・右端）にはスケール化に

よるコスト削減に向けた投資支援等が有効となり、限界削減費用が特に高い技術やその見積もりが困難な技術シーズには研究開

発支援が有効である可能性。

定量的な指標を活用した「投資促進策」の具体化

* 例えば、欧州では、「新バッテ

リー規則」においてサプライチェー

ン全体の排出量低減に資する

バッテリーの普及を推進。

⇒ 我が国も、車載用蓄電池の

カーボンフットプリント算定の案を

公表し、サプライチェーン全体で

の排出量の見える化を進める

債務保証等の金融支援

研究開発支援

※前提条件次第で限界削減費用の見込みは異なり、技術開発・市場動向等を踏まえた見直しも重要。縦軸を限界削減費用の逆数（１円当たりの限界削減量）とし、各削減技術に係る四角形
の面積が大きいものを評価することも可能。また、上図は削減技術の需要家が負う費用だが、国単位での費用を評価する場合には、各削減技術の輸入比率や輸出増効果等を加味することも重要。

リスク
投
資
促
進
ツ
ー
ル

の
使
い
分
け

設備投資支援、購入補助、

生産比例型投資支援 等

低 高

（累積削減量：百万t-CO2）

（限界削減費用：円/t-CO2） CPにより、各技術の
限界削減費用が低下
＝X軸の原点が上昇

【限界削減費用（MAC）曲線※の例】

コスト
減

コスト
減

削減
排出削減技術

研究初期段階の技術

排出削減技術

０
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規制・制度*の活用（省エネ法など）

第7回GX実行会議
資料１（赤枠付記）



専門家の知見を活用した「投資促進策」の具体化

■ 「分野別投資戦略」等に盛り込まれる「投資促進策」を中心に、

・ 技術開発動向を踏まえた、限界削減費用分析等に基づく排出削減効果

・ 市場動向を踏まえた、投資収益分析に基づく経済効果

等を透明性を確保した形で評価・議論。GX実行会議に報告し、投資促進策を具体的に決定。

■ GX実行会議における議論を深めるため、以下のような専門家の知見を活用。

①技術動向：事業会社の研究開発部門の出身者、政府系研究所 等

②市場動向：銀行産業調査部、株式市場アナリスト、VC 等

③海外情報・その他：コンサルティングファーム・投資銀行 等

関係省庁

GX実行会議

専門家WG内閣官房GX室
各省の提案をとりまとめ

分野別投資戦略案を専門家に諮りブラッシュアップし、GX実行会議に報告

国交省農水省 環境省経産省

投資促進策を含めた分野別投資戦略案を提示

厚労省財務省外務省金融庁

11



２．本WGにおける議論の視座
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H2

NH3

GX立地競争力を高める観点

素材

重要物品
クリーンエネルギー

最終商品

◼ 鉄鋼等の製造時に排出量が多い素材、自動車等の国際競争財の最終製品においては、今後、製品性能に加
えて、脱/低炭素性能が、資本市場の要請や各国政策、消費者選択等を通じて、付加価値を左右する可能性。

◼ こうした中、脱/低炭素に向けて基盤となるクリーンエネルギーについて、我が国は資源国や国土の広い国家に比し
て、立地競争上劣位（再エネ適地の制約、CCSに適した化石燃料貯留地等）。【内的因子】

◼ 更に、主要国は、EV等の最終製品のみならず、環境性能を左右する蓄電池や半導体等の重要物品、グリーンス
チール等の素材について、ルールと支援策の両面で、自国内立地に向けた政策を大胆に措置。【外的因子】

◼ こうした中、「待ち」の姿勢では、工場の海外移転を通じて、我が国の強みである素材から最終商品までのフルセッ
トのサプライチェーンが脆弱化し、競争力を低下させる危険性も。GX立地競争力を高める方策が不可欠

◼ そのため、時間軸を活かしたカーボンプライシングと、先行投資支援とを組み合わせた「成長志向型カーボンプライシ
ング構想」により、官も民も一歩前に出て、国内にGX市場を確立し、サプライチェーンをGX型に革新する。

GX型サプライチェーン 各国の立地誘導策

【ルール】

【強力な投資支援例】

◆IRA（米）
◆EV補助金におけるCFP評価（仏）
◆炭素国境調整措置:CBAM（EU）

◆アメリカは、IRAにより、クリーンエネルギーの供
給拡大や多排出産業の転換支援に、5000
億ドル規模の減税措置を実施

◆ドイツは、ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞを財源に、半導体
向けに200億ユーロの支援を実施予定

再エネ・原子力

※ローカルコンテント色が強い

グリーンスチール
グリーンケミカル 等

低CFPなCEV 等



企業のGX投資の前倒し実現

2023 2030 2033～

投資額

成長志向型カーボンプラ
イシング構想で引き出す

民間投資額

◼ ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞの導入時期・引上げ方針の明示、複数年度にわたる予算措置のコミットで、GX投資を前倒し。

◼ なお、GX投資は、研究開発要素を伴う分野や、GX市場の立ち上げとともに実施する分野が存在するため、世界
的に見ても、足元数年間から徐々に立ち上がる傾向となる（特に、多排出産業による製造プロセス転換）。

・・・

・・・

官民協調により
10年間で150兆円超

の投資実現

既存制度国による投資額

❶カーボンプライシングを、当初
低い負担から、徐々に引き上
げていく方針を予め明示

❷国が複数年度にわたってコミット
をする予算措置【20兆円規模】

BAU
（成長志向型カーボンプライシング構
想が無かった場合の民間投資額）

企業の投資を
前倒し

民間GX投資の拡大
（R&D進展、市場拡大）
に伴い、政府支出額も増加
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投資促進策の具体化のイメージ
◼ 「投資促進策」の基本原則（P4）では、「民間企業のみでは投資判断が真に困難な事業を対象」としている。

◼ 「GX投資は単なるコスト増」の見立てもあるが、本質的には、投資によるネットの費用増加分から、「GX市場拡大効果（市場でのグ
リーンプレミアムの評価や、関連製品の購入補助等による初期需要創出）」、「カーボンプライシングによる相対的な競争力向上の効
果」を控除したものが、「民間が投資に踏み切れないリスク（コスト）」と考えられる。

◼ 当該リスクに対応する「初期投資支援（CAPEX）」と、「生産時の支援（OPEX）」から成る先行投資支援で、GX投資を引き出す。

プロジェクト期間総コスト（CAPEX＋OPEX）

現行 GX投資後

ネットの費用
増加

現行 GX投資後

民間だけでは投資に
踏み切れないリスク

X
カーボンプライシング

GX市場拡大効果
（購入補助等による
初期需要創出※）

年度

コストの要素分解

CAPEX

OPEX

年度

CAPEX

OPEX

CAPEX支援（設備投資時）
＋

OPEX支援（生産時）の総額【≦X】

※金融支援等を通じた、需要
リスクの緩和の効果も含む
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費用

25fy 26fy 27fy 28fy 29fy 30fy

炭素
価格

年度

化石燃料賦課金

・初期投資の負担軽減
・販売に向けた創意工夫（マーケティング努
力）を促すものの、事業成立（市場が確
立されるか）は投資時点で予見性が低い

・GX価値（ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ/ﾏｽﾊﾞﾗﾝｽ/ﾘｻｲｸ
ﾙ）の見える化
・初期需要創出（購入支援、公共調達）
・段階的な規制導入（省エネ法等）

市場創造に向けた規制・制度CAPEX支援（設備投資時）

・GX対応による生産時の費用増を軽減する
ことで、事業成立の予見性を高める（特に初
期投資より生産時の費用増が多い場合等）

OPEX支援（生産時）

・26年度からGXリーグの排出量取引制度
（ETS）本格稼働、28年度から化石燃料
賦課金導入。非GX対応の費用の増加

ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞの
段階的引上げ

24fy※

（参考）投資促進策の組み合わせイメージ

GX-ETSの第２フェーズ※最速の場合。実際は、政策動向を踏まえた事業性確認、金融
機関始め関係者との調整、環境アセス等を要するため、特に多
排出産業の大型投資の実行は2、6年以降になる見通し。

◼ GX対応は、水素の利用等、生産時の費用増も大きい（初期投資額よりも大きい場合も存在）。米国IRA等、こう
した費用増に対応する生産時の支援について各国でも検討・措置が進む中、我が国でも、同様の支援を講じていく。

◼ 一方、財政制約等、生産時の支援は量的に限界がある中、それだけでは不十分。そのため、市場創造の取組に加
え、民の最終投資判断を後押ししGX型サプライチェーンへの革新を進める観点から、CAPEX支援を組み合わせる。

※なお、将来時点から段階的に引き上がるｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞは、生産時の相対的費用を下げる効果を持ち、生産時の支援の効果を徐々に代替する効果も。
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３．分野別投資戦略の考え方

鉄鋼
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製鉄手法（高炉、電炉、水素還元製鉄）について
⚫ 高炉法は運用に高度な技術力を要するが、不純物の分離が行いやすいため、高品質の鋼材を生産することが可
能。他方、鉄鉱石を石炭で還元するプロセスで必ずCO2が発生。
→ 高炉法での水素還元（石炭ではなく水素で還元）が実現すれば、Co2の発生量を大幅に抑制可能。

⚫ 電炉法は、還元された鉄スクラップ等を投入するため、製造時に発生するCO2は少ないが、
①不純物の除去が難しいため、高級鋼生産はチャレンジ（GI基金で技術開発中）
②鋼材需要を鉄スクラップではまかないきれないため、直接水素還元といった還元技術の開発が不可欠

→ 現在、高炉からの電炉化、直接水素還元、高炉法での水素還元といった技術オプションを複線的に追求している
が、当面は、早期に実装可能な高炉からの電炉化をいち早く進め、グリーンスチールの供給能力・体制を構築す
ることで、グローバル市場での競争をリードしていく。



①②

③④

⑤

⑥⑦

⑧
⑨

⑩

⑪
⑫

19

各国鉄鋼メーカーの脱炭素化に向けた取組
⚫ 現在、欧州では、高炉･電炉の比率は、６：４。欧州各国では高品位鉄鉱石を原料とした直接還元法＋電

炉による製鉄プロセスの導入が進みつつある。多くが2030年までに稼働予定であるが、操業開始時は天然ガス、
水素インフラが整備されたタイミングで水素に転換する考え。

⚫ ９割を高炉が占める中国でも、産業界は電炉2035年３割以上を目標に電炉導入を計画。

（出典）2023年9月15日 第18回 産業構造審議会 エネルギー構造転換分野ワーキンググループ 資料より作成

会社 場所 プロセス
生産量
(Mt/y)

操業
開始

還元ガス
（操業開始時）

1 ArcelorMittal Hamburg 直接還元-電炉 0.1 2025 天然ガス

2 〃 Bremen 直接還元-電炉 不明 2030 天然ガス

3 〃 Dunkerque 直接還元-電炉（2基） 2.5 2026 天然ガス

4 〃 Ghent 直接還元-電炉（2基） 2.3 2026 天然ガス

5 〃 Gijon 直接還元-電炉 2.3 2025 天然ガス

6 Thyssenkrupp Duisburg 直接還元-メルター(2基) 2.5 2026 天然ガス

7 Salzgitter Salzgitter 直接還元-電炉 2.1 2026 天然ガス

8 voestalpine Linz 直接還元-電炉 1.6 2027 天然ガス

9 〃 Donawitz 直接還元-電炉 0.9 2027 天然ガス

10 SSAB Oxelosund 電炉 1.3 2026 ー

11 〃 Lurea 直接還元-電炉 不明 2026 天然ガス

12 H2 Green Steel Boden 直接還元-電炉 2.1 2025 水素

【欧州鉄鋼メーカーの脱炭素化に向けた投資案件（例）】
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諸外国の政策動向

【欧州】

⚫ ドイツ政府は、独・ティッセンクルップの還元鉄プラント・電炉の投資プロジェクトに対し、
総事業費（CAPEX＋OPEX） 30億ユーロ（約4,740億円） のうち、67％＝最大20億
ユーロ（約3,160億円）の支援を決定

⚫ イギリス政府は、タタスチールの製鉄所（ウェールズ）を高炉から電炉に転換する投資プロ
ジェクトに対し、総投資額12.5億ポンド（約2300億円）のうち、42％＝最大５億ポンド
（約910億円）の支援を決定

【アメリカ】

⚫ インフレ削減法の中で、鉄鋼業を含む多排出産業に対し「先進産業施設導入プログラ
ム」として53億ドル（約7,900億円）を措置

【中国】

⚫ 宝武鋼鉄集団が国家グリーン開発基金等と共同で、500億元（約1兆200億円）規模の
カーボンニュートラルファンドを設立

※１ユーロ=158円,１ポンド＝182円,１ドル＝149円,１元＝20.4円で計算（2023年9月末時点為替）

（資料）各社ＨＰ、報道情報等より経済産業省作成



鉄鋼の分野別投資戦略（暫定版）①
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◆ 産業部門の中でも最も排出量の多い産業。高炉では、コークスによる還元反応による排出が
不可避（我が国の粗鋼生産における高炉と電炉の比率は、約3:1）。

◆ 高炉一貫生産による、高張力鋼や電磁鋼板など国際競争力のある高品質製品技術が、競
争力の源泉。自動車等、高付加価値産業へ部品供給する基幹産業。輸出比率（※）が約
６割と高く、産業連関表上でも他の産業への経済波及効果が高い。（※間接輸出含む）

◆ 欧米は高品質鋼の製造のため、高炉も残すが、還元鉄×電炉×再エネで「ｸﾞﾘｰﾝｽﾁｰﾙ」の供
給を拡大する方向。過剰供給能力を保持し価格競争力を有する中国や、内需拡大が続くイ
ンドでは、高炉における水素還元製鉄の早期実現に向けた研究開発投資が進む。

＜方向性＞
① 一部の高炉を大型電炉に転換するなど、脱炭素化に向けたプロセス転換を実施。削減価値を

GX価値として訴求することで、我が国でもグリーン・スチールを市場投入・拡大。
② 大型電炉・直接還元等による高付加価値鋼板製造の生産を拡大。持ち前の高品質かつGX

価値で、グリーン・スチールを2030年をめどに1000万t供給。国際的な価格競争力も確保。

③ 同時に、高炉での水素還元製鉄の研究開発・実装を加速し、世界に先んじ大規模生産を実
現。

国内排出削減：約3,000万トン
官民投資額：３兆円～

＜Step:1 GX価値の見える化＞
◆ GX価値（ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ：CFP、ﾏｽﾊﾞﾗﾝｽ、ﾘｻｲｸﾙ等）についての算

定・表示ルール（対最終消費者を含む）形成（GXリーグと連携・欧州など、
国際的に調和されたルール形成を追求）

◆ 大口需要家の、主要部素材の製造に伴う排出量の削減目標の開示
促進（温対法・GXリーグと連携）

＜Step2: インセンティブ設計＞
◆ 公共調達におけるGX価値評価促進
◆ 大口需要家（自動車・建材等）に対する需要喚起策の導入

（例：導入補助時のGX価値評価、GX価値の表示スキーム）

＜Step3: 規制/制度導入＞
◆ Step2までの進展を踏まえた、大口需要家（自動車・建材等）を対

象にした規制導入の検討

① 大型電炉転換や還元鉄の確保・活用等のプロセス転換投資
② 水素還元高炉･水素直接還元の本格的な社会実装に向けた
取組着手

③ 水素還元高炉の2040年代頃の実装等に向けたR&D
④ 確立された脱炭素化技術の実装投資
＜投資促進策＞
◆ 製造プロセス転換投資支援（①、②に係る設備投資の補助）
◆ 国内での水素還元に要する水素への値差支援等について検討（※水素・アン

モニアの分野別戦略と連動）

◆ GI基金によるR&D・社会実装加速 ※措置済

◆ 省エネ補助金等による投資促進

GX市場創造GX先行投資2 3

今後10年程度の目標

 省エネ法の「非化石エネルギー転換目標」等による原燃料
転換促進

 GX-ETSの更なる発展（26年度から第２フェーズ開始）
※投資促進策の適用は、GXリーグ参画が前提

規
制
・
制
度

分析

1

製造業

36%

運輸

18%

家庭

16%

第三次産業

17%

エネルギー

7%

その他

6%

鉄鋼

35%

化学

16%

窯業・セメント

16%

機械

12%

製紙・パルプ 5%

食品飲料 5%

非鉄金属 4% その他

7%

国内部門別CO₂排出量 製造業の業界別CO₂排出量
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先行投資計画分野別投資戦略

◆ 先行投資計画による削減量、削減の効率
性（事業規模÷削減量）

◆ 自社成長性のコミット（営業利益や
EBITDAなどの財務指標の改善目標の開
示） 等

◆ 自社の削減、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝでの削減のコミット
（GXリーグへの参画）

◆ 国内GXｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築のコミット

◆ 高級材・ｸﾞﾘｰﾝｽﾁｰﾙの供給量（比率）拡大の見通し

◆ ｵﾌﾃｲｶｰ確保に向けた取り組みの提示（大口需要先である自動車・建材や、造船等）

その他項目

排出削減の観点 産業競争力強化

＋

◆ グリーン市場創造のコミット（調達/供給）等

※政府は計画を踏まえ、専門家の意見も踏まえ、採択の要否、優先順位付けを実施
※採択事業者は、計画の進捗について、毎年経営層へのフォローアップを受ける

投資促進策の適用を求める事業者が提出する先行投資計画のイメージ
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23fy 24fy 25fy 26fy 27fy 28fy 29fy 30fy 31fy 32fy ～

先行
投資

市場
創造

「先行５か年アクション・プラン」

鉄鋼の分野別投資戦略（暫定版）②

GX-ETSの第２フェーズ開始
有償オークション

導入
GX-ETSの試行

公共調達でのGX価値評価促進

需要家における導入促進
自動車や建材等における導入インセンティブ付与等の検討

GX価値の算定・表示・訴求
に関するﾙｰﾙ形成

施行
温対法やGXリーグでの

主要調達部素材の排出量の開示促進
の検討

〇国際面では、排出データの収集等に向け
て、G7で合意した鉄鋼の「グローバルデー
タコレクションフレームワーク」や世界鉄鋼
連盟等での取組みを推進

GX先行投資支援
企業の「先行投資計画」を踏まえた、設備投資・研究開発支援

（大型電炉転換、水素還元製鉄等）

投資規模：３兆円～
※オペレーションコストについても

クリーンエネルギーの利用等に
より別途費用が発生



３．分野別投資戦略の考え方

化学

24
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ナフサ分解からの化学品製造の流れとCO2排出

ナフサ

熱分解炉
(850℃)

蒸留

C2
エチレン

C3
プロピレン

C4
ブタジエン

C5
イソプレン

C6-8
BTX

メタン
LPG PE

PP
PVC

PMMA
：

ゴム
PS
PET
ABS
：

分解のためのエネルギー利用

約4,000万kL

基礎化学品

重合
等

誘導品

重合等のためのエネルギー利用
（熱・電気）

自動車

電機電子

医薬品

プラスチック製品

電子部品

ゴム製品

繊維製品

塗料・接着剤

CO2（約1,000万t） CO2（約1,600万t）

サーマルリサイクル・焼却

◆ 日本の化学産業は、ナフサ分解によりエチレン等の基礎化学品を製造・供給することにより、自動車や電気電子産業など、
川下産業の競争力の源泉となっている。

◆ また、化学企業はこれまで機能性材料（半導体材料、ディスプレー材料、電池材料など）等に注力。
現状、各社とも、売上規模は小さいが世界シェアの高い製品を多く有し、着実に利益を上げている。

◆ そのような機能性化学品をより安価に製造するためには、安価な基礎化学品の提供が求められる。
輸入はコスト増の要因であり、サプライチェーンにおける安定調達の観点からも、パイプラインで結合したコンビナートが発展。

ナフサ分解炉の
燃料転換による削減

CO2（約2,200万）

原料転換による削減
石炭火力・ボイラーの
燃料転換による削減
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コンビナート（ナフサ分解炉の立地）※ 全国８地域1２基

出典：石油化学工業協会HP



我が国のエチレン生産能力（ナフサ分解炉）の推移

能力過剰
内需拡大期設備
投資の再拡大

内需減少期

産構法による
設備廃棄

旭化成 水島
プラント停止

三菱化学 鹿島
第一プラント停止

住友化学 千葉
プラント停止

産業競争力強化法
第５０条に基づく調査報告

京葉エチレン稼働
（国内最新設備）

リーマンショック

バブル崩壊

オイルショック

内需

生産+輸入

輸出

＜出所＞経済産業省主要石油化学製品生産能力調査
及び生産動態統計、石油化学工業協会年次統計資料をもとに作成

2014年

2015年

2016年

27

◆ 大胆な構造調整を行った80年代初頭以降、バブル期に向けて再度生産能力は拡張。

◆ バブル崩壊後、緩やかに内需と生産能力との乖離が拡大。2010年以降、一部プラントが廃止された
が、現在もなお内需と生産能力との乖離は継続。３割程度を輸出。



81.1%

79.8%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

稼働率（12MA） 稼働率

稼働率の低下

＜出所＞石油化学工業協会統計をもとに作成

国
内

の
ナ

フ
サ

分
解

炉
の

平
均

稼
働

率
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◆現在、過去最低水準の稼働率となっており、構造調整を行った2012年頃と同水準まで落ち込んでいる。

◆自動車向けや機能品など差別化できている誘導品は国際市況の影響を受けにくいが、汎用品（特に輸出向け）
は国際市況の影響を受け、収益が悪化し生産量を調整。

◆稼働率を適正化し財務状況を筋肉質にすることが、GX投資の原資を捻出し、国際競争をリードしていく素地に。



中国国内の需給と生産設備増強の動向

⚫ 我が国の主な輸出先である中国は、新型コロナ感染症の影響もあり、需要の伸びが鈍化。

⚫ 他方で、中国では、今後、100万トン超の大規模なエチレン生産設備の新設・稼働が予定
されており、我が国から中国への輸出は徐々に難しくなり減少していく見込み。

＜出典＞グリーンマテリアル産業への転換を通じた競争力強化に関する調査等から経済産業省作成

＜中国国内の需給バランス＞ ＜中国のエチレン生産設備＞

＜出典＞各種報道を基に経済産業省作成

（万トン） （万トン）

小規模（40万トン未満）

中規模

大規模新設

大規模（100万トン超）

内需

輸入

生産

29
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諸外国の政策動向

【アメリカ：IRA法】

⚫ 多排出産業の先進産業施設導入補助金プログラム（10年間で53億ドル）

→鉄鋼、アルミニウム、セメント、化学、紙・パルプ、ガラス等の製造施設が対象

【ドイツ：CPC（Climate Protection Contracts）】

⚫ エネルギー多消費型産業の企業が低炭素な生産プロセスや技術に投資することを支援
するための補助金制度を創設。今後、15年間で7兆9000億円の助成金を投じる。



31

国内の化学産業の空洞化のリスク（ドイツの事例）

◆ ドイツにおいて、ユーロ高やロシアのウクライナ侵攻に起因する天然ガスなどエネルギー価格の高騰が、化学・鉄鋼分
野などのエネルギー多消費産業の生産水準を低下させる要因となっている。

◆ ドイツ商工会議所の調査によれば、将来のエネルギー供給・価格を不安視し、生産能力の海外移転を検討、ある
いは既に実施する企業が増加しており、特に米国のIRA法による補助金を理由に、米国への生産拠点移転を狙
うドイツ企業が増加している状況。

◆ ドイツ化学メーカー大手のBASFは、中国（湛江）での製造拠点の建設開始（2030年までに、100億ユーロ
（約1兆6千億円）投資する計画）。

出典：不振が続くドイツ経済 ～エネルギー問題の長期化で懸念される製造業の「空洞化」～みずほリサーチ＆テクノロジーズ

ドイツ製造業の海外移転の状況 エネルギー価格がドイツ企業の投資判断 に与える影響



国内での基礎化学品の強化・維持の重要性

◆ 米国では、安価なシェールガスの調達が可能であり、エチレンを安価に製造することが可能。日本は原油由来のナ
フサからエチレンを製造しており、足下の日本のエチレン価格約800ドル/トンに対して、米国のエチレン価格は約
400ドル/トンであり、日本の半分の価格。

◆ 他方で、シェールガスからは、エチレン以外のブタジエン、イソプレン、芳香族等を得ることが難しい。

◆ 日本としては、エチレン以外の基礎化学品の製造を通じて、付加価値のある化学品を製造し国際競争力の維持・
強化を図るべく、日本化学メーカーの持続的な国内立地を促していくことが必要。それは化学コンビナートの川下へ
の化学品の安定供給に加え、サプライチェーン全体の雇用維持にも繋がる。

原油 ナフサ

• メタン
• エチレン
• プロピレン
• ブタジエン
• イソプレン
• BTX

シェールガス

エタン

プロパン

エチレン

プロピレン

＜機能性化学品＞
• 感光材（フォトレ

ジスト）
• フィルム
等、半導体の原料に
も資する化学品

等
＜汎用品＞
• プラスチック
• ゴム製品
• 塗料、接着剤

等

32
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日本の化学企業のポジション

世
界
市
場
規
模

(円
)

日系企業の世界シェア (％)

＜出典＞新エネルギー・産業技術総合開発機構「2020年度日系企業のITサービス,ソフトウェア及びモノの国際競争ポジションに関する情報収集」調査結果を基に経済産業省作成

【炭素繊維PAN系】
（59.1%、1,291億円）

【黒鉛電極】
（64.6%、1,583億円）

【炭素繊維複合材】
（61.8%、687億円） 【フォトレジスト

（ArF）】

（85.5%、519億円）

【ドライフィルムレジスト】

（55.2%、686億円）

【半導体封止材料】
（65.9%、1,113億円）

【カラーレジスト】

（70.7%、649億円）

【反射防止フィルム】

（82.2%、763億円）

【ソルダーレジスト】

（91.7%、695億円）

【配向膜材料】

（95.0%、363億円）
【透明電極用ターゲット材】

（70.7%、247億円）

【ｼﾘｺﾝｳｴﾊ】
（56.6%、5,970億円）

機能性材料等

【ACF】

（93.7%、393億円）
【バッファコート膜】

（100%、316億円）

◆ 機能性化学品とは、感光性、強磁性、高導電率、絶縁性、高遮熱性、反応促進性能等、特定の機能
面に着目して用いられる付加価値の高い化学品。

◆ 個々の市場規模は小さいものの、世界シェア60％以上の材料が70種類と、高いシェアを維持。
◆ 日本の化学企業では、1000億規模の市場において高シェアが獲得されている。
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燃料転換及び原料転換（ケミカルリサイクル、バイオマス利用）

現状：ナフサ ➡ 石油化学製品

①燃料転換
アンモニア等

②原料転換
ケミカルリサイクル（廃プラ利用）/バイオマス利用等

基礎
化学品

プラ・ゴム
素材

プラ・ゴム
製品

ケミカルリサイクル
CO2削減

アンモニア燃料

ナフサ

基礎
化学品

◆ 化学産業のカーボンニュートラルの実現に向けては、
①ナフサ分解炉の熱源や石炭火力等の燃料をアンモニア等脱炭素燃料へ切り替える「燃料転換」
②ナフサ由来の原料から転換する「原料転換」（バイオエタノールや廃プラスチックからの化学品製造）

を並行して進めることが重要。
◆ BASF等の海外企業では、化学製品の低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄを訴求する動きが見られ、CBAM（炭素国境調整措

置）も見据えると、従来の高機能という我が国の強みに加え、低炭素な化学品の供給拡大が不可欠。

バイオマス

機能性
化学品

バイオマス利用 バイオプロセス

機能性
化学品



⚫ 世界大手化学メーカーでも、カーボンニュートラル実現に向けた取組が進んでいる。

⚫ 欧米では、安価な再エネ電力をナフサ分解炉の熱源として用いる電熱化や触媒等の利用によるCO2

削減が検討されている。

⚫ 今後、北米とアジアを中心に生産能力が増強される傾向。アジアではナフサ熱分解、北米ではエタン
水蒸気分解の導入が進む見通し。

世界の大手石油化学メーカーの動向

社名 ＣＮ実現に向けた取組例

BASF
（独）

➢ 電気加熱式蒸気分解炉（電化）による化学品製造
➢ 水電解法・メタン熱分解法によるCO₂フリーな水素製造
➢ 風力発電プロジェクトへの投資
➢ CCS

DOW Chemical
（米）

➢ 流動接触脱水素化分解炉（発熱触媒利用による省エネ装置）による化学品製造
➢ 再エネの利用促進

INEOS
（英）

➢ クリーン水素燃料の開発
➢ 炭化水素原料をバイオ原料へ転換

LG Chemical
（韓）

➢ 100％再エネ導入
➢ CCUS（ナフサ分解炉維持）

SINOPEC
（中）

➢ クリーンエネルギー開発（天然ガス、バイオマスなど）
➢ CCUS（石炭化学を維持。メタンガスを回収）

＜出典＞各社プレスリリース等により経済産業省作成

＜世界の各社のカーボンニュートラルに向けた取組＞
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化学領域におけるGX支援のイメージ

①CO2の排出源であるナフサ分解炉の熱源や石炭火力の燃料を、水素・
アンモニア等へ転換（燃料転換）し、②ナフサ由来の原料から転換し、
廃プラスチックやバイオを原料にする（原料転換）などの脱炭素化を図り
ながら、国際競争力のある高付加価値化学品を生成する案件に
対して支援

⇒エチレンなど基礎化学品の内需の減少などを踏まえ、最適なコンビナート
の再構成を手掛けながら脱炭素化を進める等、構造転換の礎となる
案件に対して特に重点的に支援

石炭火力等を単にLNG転換する場合や、CO2の削減率が大きくない
原料転換の取組などに対しては、省エネ補助金等の既存支援策を活用し
民間投資を加速。

◆ 2050年カーボンニュートラルを実現するための課題は、①ナフサ分解炉や石炭火力等の燃料転換、②ナフサ原料
からの転換（原料転換）による、基礎化学品の内需減少に伴う過剰供給能力の適正化。

◆ これら課題解決に繋がるトップランナーとなる案件に対して国が支援することで、化学業界のGX化を促し、脱炭素
化を通じた高付加価値化学品を生成し、国際競争力の維持・強化に繋げる。

政府が支援する取組の成果の横展開を通じて、脱炭素化に向けた民間投資を加速

支援優先度

燃料転換
and/or

原料転換

既存支援策の
活用

民間独自による
投資

政
府
支
援
あ
り

GI基金

• アンモニア燃料
型分解炉

• CO2を原料と
する機能性プラ
製造

• 人工光合成等
からの化学品
原料製造

等

R&D 既存技術を活用した脱炭素化とR＆D成果の両輪によるGX技術の加速

36
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◆ 自動車、半導体等の高付加価値産業に不可欠な素材を供給する基幹産業。
2019年における付加価値額（17兆円）は製造業の中で自動車産業（輸送
用機械器具）を抑え１位※。高機能化学品の国際競争力は高い。 ※経済産業省工業統計

産業編

◆ 原油を原料とするナフサが、多種多様な化学品の原料に。ナフサを分解する過程
で、約850度の熱が必要。また、化学品を合成する際に電気・熱も必要。

◆ ナフサ分解により生成されるｴﾁﾚﾝ等の基礎化学品を、経済的に展開するため、ナフ
サ分解炉から化学品製造までパイプラインで連なる石油化学コンビナートが、全国
８箇所で形成（排出削減には地域での面的対応が必要）。

◆ 一方、ナフサ分解炉の稼働率は、収益性の目安となる９割を切る状況が続く。

＜方向性＞
① ナフサ分解炉の最適運用等の構造転換により、GX投資の原資を捻出
② コンビナート毎に最適なエネルギー転換（アンモニア等）やバイオ利用、ケミカルリサ

イクル等を通じて、高機能かつ低炭素化学品の供給拡大。
③ ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ等を含むGX関連ｼｽﾃﾑ・ﾋﾞｼﾞﾈｽを海外展開。

①燃料転換の促進（ｱﾝﾓﾆｱ分解炉等への転換）
②ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ・バイオ原料/ﾌﾟﾛｾｽへの転換投資（原料転換）に

よる、原油由来ナフサの低減

＜投資促進策＞
◆構造転換を伴う、設備投資の補助
※併せて、国内での水素・ｱﾝﾓﾆｱ利用に要する値差支援等について検討（※水素・ア

ンモニアの分野別戦略と連動）
◆GI基金によるR&D・社会実装加速※措置済

◆省エネ補助金等による投資促進

政策誘導によるGX市場創造GX先行投資2 3

国内排出削減：約1,000万トン
官民投資額：３兆円～

今後10年程度の目標

化学の分野別投資戦略（暫定版）①

 省エネ法の「非化石エネルギー転換目標」等による原燃料転換促進
 GX-ETSの更なる発展（26年度から第２フェーズ開始）

※投資促進策の適用は、GXリーグ参画が前提

 プラスチック資源循環促進法等を通じた資源循環システムの構築

規
制
・
制
度

＜Step:1 GX価値の見える化＞
◆ GX価値（ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ：CFP、ﾏｽﾊﾞﾗﾝｽ、ﾘｻｲｸﾙ等）についての算

定・表示ルール（対最終消費者を含む）形成（GXリーグと連携・欧州など、
国際的に調和されたルール形成を追求）

◆ 大口需要家の、主要部素材の製造に伴う排出量の削減目標の開示
促進（温対法・GXリーグと連携）

＜Step2: インセンティブ設計＞
◆ 公共調達におけるGX価値評価促進
◆ 大口需要家（自動車・建材等）に対する需要喚起策の導入

（例：導入補助時のGX価値評価、GX価値の表示スキーム）

＜Step3: 規制/制度導入＞
◆ Step2までの進展を踏まえた、大口需要家（自動車・建材等）を対

象にした規制導入の検討

※その他、省エネ投資（将来の水素利用等、脱炭素転換を見越した、自家発の石炭からガス
への移行含む）

分析

1

製造業

36%

運輸

18%

家庭

16%

第三次産業

17%

エネルギー

7%

その他

6%

鉄鋼

35%

化学

16%

窯業・セメント

16%

機械

12%

製紙・パルプ 5%

食品飲料 5%

非鉄金属 4% その他

7%

国内部門別CO₂排出量 製造業の業界別CO₂排出量
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投資促進策の適用を求める事業者が提出する先行投資計画のイメージ

◆ 先行投資計画による削減量、削減の
効率性（事業規模÷削減量）

◆ 自社成長性のコミット（営業利益や
EBITDAなどの財務指標の改善目標の開
示） 等

◆ 自社の削減、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝでの削減の
コミット（GXリーグへの参画）

◆ 国内GXｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築のコミット

先行投資計画
※政府は計画を踏まえ、専門家の意見も踏まえ、採択の要否、優先順位付けを実施
※採択事業者は、計画の進捗について、毎年経営層へのフォローアップを受ける分野別投資戦略

その他項目

排出削減の観点 産業競争力強化

＋

◆ グリーン市場創造のコミット（調達/供給）等

◆ 製造プロセスの転換により、今後10年で50％以上のCO2の削減率を見込む設備投資計画の提出
（A）燃料転換（脱炭素型：ｱﾝﾓﾆｱ、水素、ﾊﾞｲｵﾏｽ等）
（B) 原料転換（ﾊﾞｲｵ原料・ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ等）

◆ グリーンケミカルを用いた高機能誘導品の供給量（比率）拡大の見通し

◆ オフテイカー確保に向けた取り組みの提示（大口需要先である自動車・建材や、造船等）

※ナフサ分解炉の最適運用等の構造転換を投資計画に含める場合は、特に重点的に支援



23fy 24fy 25fy 26fy 27fy 28fy 29fy 30fy 31fy 32fy ～

先行
投資

市場
創造

「先行５か年アクション・プラン」

化学の分野別投資戦略（暫定版）②

施行

GX先行投資支援
企業の「先行投資計画」を踏まえた、設備投資・研究開発支援

（ｱﾝﾓﾆｱ分解炉転換、ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ、ﾊﾞｲｵｹﾐｶﾙ、CCUS等）

GX-ETSの第２フェーズ開始
有償オークション

導入
GX-ETSの試行

温対法やGXリーグでの
主要調達部素材の排出量の開示促進

の検討

GX価値の算定・表示・訴求
に関するﾙｰﾙ形成

需要家における導入促進
自動車や建材等における導入インセンティブ付与等の検討
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公共調達でのGX価値評価促進

投資規模：３兆円～
※オペレーションコストについても

クリーンエネルギーの利用等に
より別途費用が発生
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